報告　１　　　　　　　　　田中県政の財政改革を考える

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐藤　久　（信州の教育と自治研究所　主任研究員）
１　逆立ち財政の是正

吉村県政の90年代は、冬季オリンピックのための公共投資もあり、「公共事業に4000億円、社会保障に1200億円」という逆立ち財政が展開された。全国レベルの「公共事業に50兆円、社会保障に20兆円」の逆立ちぶりより、もっとひどい内容であった。

同じ時期の諸外国では、公共事業の３倍～６倍もの予算が社会保障の分野に支出されている（ドイツ３倍、アメリカ４倍、イギリスお倍）。日本では逆に社会保障の２．５倍の予算が公共事業に支出され、長野県では社会保障の３．３倍（95年度は３．８倍）の予算が公共事業に支出された。その結果、膨大な借金を後世に残すこととなった。

それが田中県政になって逆立ち財政にメスが入り、05年度には「公共事業に1560億円、社会保障に1330億円」へと大きく変化し、改善された。

　[image: image5.emf]図２　長野県の借金残高（一般会計）の推移
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　03年度までは決算額、04・05年度は当初予算額。
　

　　　　　　　　　　　　　　　　95年度　　　 　05年度
公共事業費               4,760億円　→　1,560億円　　67.2%減
社会保障費（公費負担分） 1,250億円　→　1,330億円　　 6.4%増
割合　長野県　　　　　　０．２６３ →  ０．８６４　  　3.3倍

割合　全国　　　　　　　０．４００ →（０．７２２・02年度）　
決算（予算）規模　 　 　11,486億円　→  8,531億円　  25.7%減
  　  （注）割合＝社会保障費（公費負担分）／公共事業費
　　　　　　 公共事業費＝（財）地方財務協会による「行政投資」額、ただし03年度以降は推計。
　　　　　　 社会保障費＝ 民生費、衛生費、共済費、下水道費その他
　　　　　　　　　　　　全国社会保障・人口問題研究所が定義する「社会保障費」によった。

「三公共」事業（土木・農政・林務）の予算の動きでみると
　　　　　　　　　　　　　　　　 95年度　　　　05年度
　　　　公共事業費（国庫補助）　2,893億円　→　748億円
　　　　県単独事業費            1,242　　　→  207
　　　　　　　計　　　　      　4,135　　　→  955　　1／4以下に縮小
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 70年代の水準
公共事業費は単に削減されただけではない。その中身は生活密着型を重視するように転換が図られている。森林整備、特別養護老人ホーム、県立病院、生活道路、養護学校などが重視されるようになった。
「三位一体の地方財政改革」と称しながら、国は「三位」バラバラ改悪を強行し、国の財政危機のツケを地方に回そうとしている。そのため、たとえば04年度に長野県は370億円の財源不足に陥った。そうした厳しい情勢の中でも逆立ち県政の是正は進められた。

２　借金残高の拡大から縮小へ
[image: image1.emf]図１　長野県の公共事業と社会保障費（公費負担）の推移
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２　借金残高の拡大から縮小へ
　　　　

　　　　　　　（注）普通債＝土木債、農林水産債、教育債その他
　　　　　　　　　特例債等＝臨時財政対策債、減税補てん債その他

臨時財政対策債は01年度から。05年度末1,566億円（特例債等の66.4%を占める）

普通債残高の増減　91年度　→　00年度知事引継時　10,067億円の増
　　　　　　　　　　　00年度知事引継時　→　05年度　 2,219億円の減　毎年度連続減少
特例債等を加えた合計残高は、知事引継時16,537億円→02年度16,645億円となり、以降３年連続減少。

　　　　　　　　　　　　　　05年度末見込は15,996億円、引継時よりも541億円減少。

借金残高のこの時期の縮小は長野県だけ。

知事引継時の公債費負担比率は24.8%、ワースト第３位　→03年度27.7%、ワースト第４位

　　　同　　起債制限比率は15.9%、ワースト第２位　→03年度17.1%、ワースト第２位

　　利払いも改善
　　　1日当たり　99年度1億5012万円　→　05年度9592万円　36.1%減
　　　　 　　　差額5420万円×365＝197.8億円
３　財政危機の楽観視から直視へ（「有利な」起債の問題）
長野県における公債費の交付税｢措置｣の状況

[image: image2.emf]単位：億円

         年　度

　項　目
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うち公債費
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公債費の算入率(%) 7.6 8.7 10.9 14.8 16.1 17.9 11.7 13.7
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　1兆6000億円もの借金を抱えているにもかかわらず、これを県財政の危機とはとらえない向きがある。その向きの人たちは「1兆6000億円の借金といっても、そのうちの9000億円は返済のときに地方交付税で面倒をみてもらえる。だから大丈夫だ。」と主張する。いわゆる「有利な」起債論に基づく楽観論である。吉村前知事やその頃の与党会派に属していた県議たちはこの立場に立って県民に説明してきた。

　しかし、この主張は、公債費の交付税｢措置｣イコール交付税で面倒をみてもえる、と誤解したものであり、結果として県民を欺くものである。国が約束しているのは、あくまで公債費の交付税｢措置｣といことであり、交付税で面倒をみるということではない。公債費の交付税｢措置｣とは、公債費（返済金）の一定割合を基準財政需要額に算入することであり、そのことに尽きる。

概して言えば、自治体ごとの交付税は次の算式で算出される。

　　　　　基準財政需要額－基準財政収入額＝普通地方交付税

　一見して、基準財政需要額に公債費が算入されればその分基準財政需要額が増え、したがってその分普通地方交付税も増える、というように見える。しかし実際はそうはならないカラクリになっている。03年度を例にとると、この年度の公債費は1,670億円であった。そのうち564億円が基準財政需要額に算入された（表；長野県における公債費の交付税｢措置｣の状況を参照）。その結果基準財政需要額が増えたかというと、そうでなく逆に減っている。同表にみるように基準財政需要額は4,073億円で前年度対比マイナス355億円であった。交付税も前年度対比マイナス40億円となった。交付税｢措置｣の結果は、基準財政需要額の本来費目（土木費、農林水産業費、教育費、社会保障関係費など）が圧縮されただけにすぎない。

　　このように公債費が交付税｢措置｣されても、イコール交付税増には決してなっていない。この実態を直視して田中知事は「「有利な」起債はない」との立場に立って、県財政危機を県民に訴え、財政改革に取り組んでいる。
４　土木・農林重視から民生・教育重視へ


[image: image3.emf]図３　長野県の歳出の主な構成比の推移
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民生費　90年代4～5%台→01年度から7％台、05年度は8％台へ  
宅幼老所の整備など在宅サービスの拡充
教育費　01年度からトップへ  
　   　  　 02年度から小学校30人学級スタート、順次拡大、05年度は4年生まで。
土木費と農林水産業費は90年代なかばにピーク→05年度はその半分以下に。
ダム建設費　90年代100億円規模　→　05年度1か所7.3億円
森林整備費の重点化
公債費　年々増加、02年度1,857億円（構成比18.7%）がピークか。
５　不公正同和行政の是正・終結
特別対策事業は01年度限りで原則廃止。
運動団体への補助金・委託料は03年度限りで原則廃止。
部落解放同盟長野県連合会への補助金は、87年度から5133万円に引き上げられて以来01年度まで毎年同額のものが交付されてきた。毎年度の予算説明書にその金額は明記されていた。ただし、その使途は今まで明らかにされていなかった。
　　02年９月の県議会で、日本共産党の石坂議員の代表質問に答えて、田中知事は驚くべき不公正・乱脈な県の公金の動きを具体的に明らかにした。①上記補助金のうち2501.7万 円が「啓発研修の企画立案手法の研究」のためとして執行委員長以下4人分の役員の人件費に使われていた。②同和対策営農指導員設置費補助金として 2182.5万円が同連合会に交付され、副委員長以下4人分の役職員の人件費に充てられていた。③小規模事業経営支援事業費補助金の一環として9205.8万円が同連合会に交付され、副委員長以下14人の役職員（うち1人は同連合会以外の人）が経営指導員扱いとなって、その人件費に充てられていた。
    以上の人件費相当分の合計は1億3890万円になる。1人当たり770万円の「給与」と推計される。これらの「補助金」も03年度限りで廃止された。
６　問題点
   ①　人件費の削減　03～06年度の4年間で250億円削減。
　　　 県職員の給料カット　03～05年度の3年間、最低5%カット。
　　　 人員削減　4年間で300人削減の計画が2年間で307人削減達成、あとの2年間で440人以上削減の計画。
　　　 人件費　01年度2,769億円をピークに毎年低下、特に02→03年度は98億円の減。
   ②　高校授業料など使用料・手数料の値上げ 
　 ③　高校の統廃合　現在89校から14校減の目安を示した。40億円減の試算あり。
   ④　コモンズ支援金＝「信州ルネッサンス革命」推進事業10億円（05年度予算）
⑤　公私混同の予算執行　

④　コモンズ支援金　について

コモンズ支援金10億円は、前年度の地域づくり総合支援事業4億円と集落創生交付金2億円とを吸収統合したものである。交付要綱によると、このコモンズ支援金は「県の目指す方向性と合致する取り組みを支援する」とされている。しかも県議会への提案段階で示された方針は「全額本庁採択」というものであった。予算審議の過程で「現地機関採択７割、本庁採択３割」と方針転換された。それでもなお知事集権化の懸念が残るとして県議会は「全額現地機関採択とすること」との付帯決議を付けたが、無視されている。

　　　本庁採択予定3億円に対して、交付申請は146件、11億4300万円余にのぼったが、採択されたのは64件、2億1882万円余であった。予算残分については二次募集するとされている。

　　　採択率は金額にして2割にも達していない。こうした厳しい採択結果をもたした採択基準とは何か。その中心は、交付要綱に言う「県の目指す方向性と合致する取り組み」である。では、「県の目指す方向性」とは何か。それは、04年3月に田中知事が決定した「未来への提言～コモンズからはじまる、信州ルネッサンス革命～」（以下「未来への提言」と言う。）にほかならない。長野県総合計画審議会（委員15人）による答申に基づいたものである。

「未来への提言」は、長野県の「中長期的なビジョン」とされている。しかし本当のところは宇沢弘文氏（同審議会の専門委員会（6人）の座長、東京大学名誉教授・日本学士院会員）の学術論文ではないのかという感じが強い。本文だけで約41,000字にのぼり、83個に及ぶ用語解説が付けられている。その解説文だけで約21,000字になる。さらに27点の参考文献が掲載されており、その中に宇沢弘文氏著作のものが８点含まれている。県民にとっては極めて難解な論文である。

　　　「未来への提言」は、制度主義という特定のイデオロギーに基づいて作られている。制度主義はイコール「社会的共通資本とコモンズの考え方」である。「資本主義と社会主義を超えて」が強調されている。この制度主義による経済体制を、まずは信州で、そしていずれは全国的に実現しようということが描かれている。しかし、コモンズとは何か、またコモンズが管理・運営するという社会的共通資本とは何か、をめぐって県職員や県民の間に戸惑いが広がっているのではないだろうか。コモンズ支援金の本庁採択分の採択率が2割にも満たなかったことは、このことをも物語っている。

　　　 それにもかかわらず、制度主義・リベラリズムという特定のイデオロギーを採択基準に持ち込み、長野県をそのイデオロギー実現の実験場と化す意図であるとすれば、許されるべきことではない。

　　　特定のイデオロギーは棚上げにして、地方分権にふさわしい市町村や地域の取り組みをこそ支援するために、この10億円が生かされることを求めたい。
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[image: image4.emf]図２　長野県の借金残高（一般会計）の推移
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